
第18 独立行政法人造幣局

本院の指摘に基づき当局において改善の処置を講じた事項

警備業務契約について、市場価格を反映した労務単価による積算方法を明確に定める

などにより、予定価格の積算を経済的なものとするよう改善させたもの

科 目 雑費

部 局 等 独立行政法人造幣局本局及び東京支局

契 約 名 造幣局施設警備業務等 8件

契 約 の 概 要
しよう

造幣局本局及び東京支局の正門等における立哨警備業務等を請け負

わせるもの

支 払 額 1億 3395万余円（平成 16年度～20年度）

契約の相手方 株式会社日経サービス

契 約 平成 16年 3月、17年 3月、18年 3月、19年 3月、20年 3月

一般競争契約、随意契約

積 算 額 1億 5413万余円（平成 16年度～20年度）

低減できた積算
額

2550万円

1 警備業務契約の概要

� 業務の概要

独立行政法人造幣局（以下「造幣局」という。）の本局及び東京支局は、門扉の開閉、外来

者に対する対応、夜間の敷地内の秩序維持等を行う警備業務等を、一般競争契約等によ

り、本局は平成 16年度から、東京支局は 18年度からそれぞれ株式会社日経サービスと警

備業務に関する契約（以下「警備業務契約」という。）を締結して請け負わせており、20年度

までの契約件数、支払額は、計 8件、 1億 3395万余円となっている。

� 造幣局の積算基準等について

造幣局は、契約事務の取扱いについて、その事務を適正に実施するために必要な事項を

「造幣局契約事務規程」（平成 15年 3月造幣局訓令第 88号）により定めており、予定価格を積

算するに当たっては予定価格積算内訳書作成基準（平成 15年 7月造幣局通達秘第 71号。21

年 4月以降は「予定価格積算手順書」。以下「作成基準」という。）によることとしている。

作成基準には、警備業務契約の予定価格を積算する際に用いることができる単価とし

て、国土交通省が毎年実施している実態調査により決定される建築保全業務労務単価等を

基礎とした警備員日割基礎単価（この単価には諸経費は含まれていない。以下「警備員単

価」という。）等が示されている。建築保全業務労務単価等は、建築保全業務積算基準（国土

交通省大臣官房官庁営繕部監修）に基づき積算を行う際に用いられるものとして公表されて

いる市場価格が反映された単価であり、同積算基準には、この労務単価等を用いる場合の

諸経費率等が示されている。

2 検査の結果

（検査の観点、着眼点、対象及び方法）

本院は、本局及び東京支局において、経済性等の観点から、予定価格の積算が適切に行わ
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れているか、予定価格は市場価格を反映した経済的なものとなっているかなどに着眼して、

本局及び東京支局が 16年度から 20年度までに締結した前記 8件の警備業務契約、支払額 1

億 3395万余円を対象として、契約書、予定価格調書等の書類により会計実地検査を行った。

（検査の結果）

検査したところ、次のような事態が見受けられた。

作成基準には、前記のように警備業務契約の予定価格の積算の際に用いることができる警

備員単価は示されていたが、この単価を用いる業務の範囲や単価を採用する場合の諸経費率

等は示されておらず、そのままでは積算に使用できない状態であった。

このため、本局及び東京支局は、警備業務契約の積算に当たり、複数業者から徴した参考

見積価額のうち総額が最低のもの（以下「最低見積価額」という。）を予定価格としたり、最低

見積価額を年間の所要時間で除して算出した 1時間当たり単価や業者から聞き取るなどして

得た 1時間当たり単価に査定率を乗じたものに年間の所要時間を乗じて算出した金額を予定

価格としたりなどしていて、予定価格の積算方法が区々となっていた。

しかし、前記のとおり、作成基準に示された警備員単価は、市場価格が反映された建築保

全業務労務単価等を基礎とした単価であり、本件警備業務と同様の一般的な施設警備を想定

して建築保全業務積算基準に示された諸経費率等と併せて警備業務の積算に用いることがで

きるのであるから、警備業務契約の予定価格の積算に当たっては、作成基準に示された警備

員単価及び建築保全業務積算基準の諸経費率等を用いて算定すべきであった。そして、これ

により予定価格の積算を行うと、前記 8件の警備業務契約の予定価格はいずれも過大なもの

となっていた。

上記の事態について、事例を示すと次のとおりである。

＜事例＞

東京支局は、平成 20年度の警備業務契約の予定価格の積算に当たり、 3業者から徴し

た参考見積価額のうち最低見積価額を年間の所要時間で除して 1時間当たり単価を算出し

て、これに年間の所要時間を乗じた金額に査定率を乗ずるなどし、予定価格を 2053万余

円としていた。

しかし、作成基準に示されている警備員単価及び建築保全業務積算基準の諸経費率等を

用いて 1時間当たり単価を算出して、これに年間の所要時間を乗じて予定価格の積算額を

修正計算すると 1780万余円となり、上記の予定価格は約 270万円が過大となっていた。

このように、警備業務契約の予定価格の積算に当たり、市場価格を反映した作成基準の警

備員単価を用いることなく業者から徴した参考見積等に基づいて積算している事態は適切と

は認められず、改善の必要があると認められた。

（低減できた積算額）

上記のとおり、作成基準の警備員単価及び建築保全業務積算基準の諸経費率等を用いて、

本局及び東京支局の 8契約の予定価格の積算額を修正計算すると、その合計は 1億 2856万

余円となり、本局及び東京支局が算定していた予定価格の合計 1億 5413万余円を約 2550万

円低減できたと認められた。

（発生原因）

このような事態が生じていたのは、造幣局において、作成基準に警備業務契約の予定価格

の積算の際に用いることができる警備員単価を示しているものの、この単価を用いる場合の
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諸経費率等を示していないなど、作成基準の定め方が十分でなかったことなどによると認め

られた。

3 当局が講じた改善の処置

上記についての本院の指摘に基づき、造幣局は、東京支局の 21年度警備業務契約につい

て、21年 8月 31日付けで契約金額を減額する変更契約を締結するとともに、作成基準に警

備員単価を用いる場合の諸経費率等を設定した上で同年 9月に各契約担当課長あてに事務連

絡を発して、22年 4月以降実施する警備業務契約の予定価格の積算に当たっては、作成基

準の警備員単価を用いることとするよう指示して、警備業務契約の予定価格の積算が適切に

行われるよう処置を講じた。

平成 19年度決算検査報告掲記の意見を表示し又は処置を要求した事項の結果

宿舎、庁舎分室等の建物及びこれらに係る用地の保有状況について

（平成 19年度決算検査報告 807ページ参照）

1 本院が要求した改善の処置

独立行政法人造幣局（以下「造幣局」という。）は、独立行政法人への移行時に、造幣局特別

会計で保有していた宿舎、役職員等の出張、研修、休憩及び集会の用に供するための施設で

ある庁舎分室及び集会所並びにいわゆる保養所である分室（以下、庁舎分室、集会所及び分

室を「庁舎分室等」という。）の建物並びにこれらに係る用地を承継している。これらについ

て、宿舎用地の有効な利用が十分に図られていなかったり、宿舎の入居戸数が人員削減や宿

舎の老朽化等により減少していたり、庁舎分室等の利用人員数が大幅に減少したりしている

状況が見受けられた。

したがって、造幣局において、老朽化が進んでいたり、入居率が低くなっていたりしてい

る宿舎の建物及びこれらに係る用地については、具体的な廃止・集約化計画を作成するとと

もに、利用状況が著しく低迷している庁舎分室等の建物及びこれらに係る用地については、

具体的な廃止・処分計画を作成して、保有の必要のなくなった資産については、確実に国庫

への返納を行えるよう備える処置を講ずるよう、独立行政法人造幣局理事長に対して平成

20年 10月に、会計検査院法第 36条の規定により改善の処置を要求した。

2 当局が講じた処置

本院は、造幣局本局及び東京、広島両支局において、その後の処置状況について会計実地

検査を行った。

検査の結果、造幣局は、本院指摘の趣旨に沿い、宿舎の建物及びこれらに係る用地につい

ては、21年 3月 31日、職員宿舎廃止・集約化計画を策定して、10宿舎及び 3独身寮のう

ち、 2宿舎、 1宿舎のうちの 1棟及び 2独身寮を 22年度末までに廃止し、 2宿舎及び 1独

身寮を 1宿舎へ集約することとするとともに、庁舎分室等の建物及びこれらに係る用地につ

いては、 3庁舎分室、 1集会所及び 3分室のうち、 1庁舎分室及び 3分室を既に廃止し、本

局庁舎分室は、その一部を独身寮に転用することとして、これらにより、保有の必要のなく

なった用地等の資産等については、確実に国庫への返納が行えるよう備える処置を講じてい

た。
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